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生活環境の保全や二次災害の防止という公益の実現を目的としているものといえま
す。公費解体制度に被災者の生活再建に資するという側面があることはもちろんで
すが、この点はあくまでも被災家屋等の解体、撤去を通じて副次的に実現されると
解されます。
　公費解体制度は、廃棄物処理の一環として行われるため、対象となる家屋等は、
法で規定する廃棄物に該当する必要があります。ところが、一部解体は、家屋等の
再利用が不可能な部分については解体、撤去をし、再利用が可能な部分については
解体、撤去をしないことになるので、その所有者は家屋等を一部とはいえ財産とし
て再利用する意思を有していると見ることができます。このような家屋等を廃棄物
と評価することは困難です。
　また、一棟の建物の中で、ある部分については財産、ある部分については廃棄物
と観念することは、両者が明らかに分離しているような例外的事情がない限りは、
やはり困難です。
　以上からすれば、家屋等の一部のみを解体することは公費解体制度において想定
されておらず、市はこのような解体の実施責任を負わないと解されるので、それに
伴って自費解体制度の対象外となることもやむを得ないものと考えます。
　オンブズマンも申立人宅の写真や図面等を確認しましたが、解体部分と残存部分
は物理的・機能的に一体となっていると判断せざるを得ず、本件解体が一部解体に
該当するという市の判断に問題はなかったものと考えます。
　なお、オンブズマンとしては、市が申立人へ説明する中で「仮受付」という言葉
を用いていたことが気になりました。
　「仮受付」という言葉が「申請があった場合に、正式に受け付ける前に一度留保
する。」ということを意味するのであれば、申請者の立場としては自分のした申請
が受け付けられているのかどうか分かりにくいと思われます。行政手続法第７条で
は、「行政庁は、申請がその事務所に到達したときは遅滞なく当該申請の審査を開
始しなければなら（ない）」と定められています。この規定は、申請があればまず
は受付をし、受付後に補正や実質的な審査を行うことを定めたものですが、受付自
体を留保することの弊害を防止する趣旨で設けられた経緯があります。
　自費解体制度の手続きは、行政手続法の規律が直接適用される場面ではないと思
われますが、申請者から見て分かりやすい制度にするためにも、「仮受付」という
概念を用いることは、行政手続法の趣旨にそって改めるべきではないでしょうか。

Ⅳ　苦情申立ての事例
　　（平成30年度受付分）

　１　苦情申立ての趣旨に沿った事例

　２　苦情申立ての趣旨に一部沿った事例

　３　市の業務に不備がなかった事例

　４　調査対象とならなかった事例

　５　調査を中止した事例
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Ⅳ　苦情申立ての事例
　　　（平成30年度受付分）

　平成30年度に苦情申立てを受け付けた78件のうち、平成31年３月末までに58件の
処理が終了しています。ここでは実際に苦情申立てがあった事例の一部を紹介しま
す。
　なお、オンブズマンが苦情申立人や、市に対して通知した文書は長文のものもあ
るため、要約したものを掲載しています。
　「市の改善等の状況」欄には、フォローアップ調査（調査結果を受けた市の改善
等の状況の追跡調査）に対する市の回答を掲載しています。
　要約した事例については、オンブズマンが調査結果を通知したもの39件のうち、
その内容が苦情申立ての趣旨に沿ったもの（市の業務に何らかの不備があったもの）
４件、苦情申立ての趣旨に一部沿ったもの（市の業務に一部何らかの不備があった
もの）５件、市の業務に不備がなかったもの全30件のうち８件の要約を掲載してい
ます。
　また、調査対象とならなかったもの４件、調査を中止したもの１件については、
その内容と趣旨を掲載しています。
　取り下げられたもの14件は、調査を開始する前に申立人から取り下げられたもの
であることから掲載していません。
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～掲載事例一覧～

　１　苦情申立ての趣旨に沿った事例

内　　　　容 頁

⑴ 固定資産税納税通知書の表記 50

⑵ 窓口業務における情報提供 54

⑶ 戸籍関係書類の交付 59

⑷ 市営住宅における事故対応 61

　２　苦情申立ての趣旨に一部沿った事例

内　　　　容 頁

⑴ 個人情報開示請求書の代理請求 66

⑵ ごみステーションの管理 71

⑶ 側溝及び歩道の整備 75

⑷ 嘱託職員の面接試験 78

⑸ 「市長への手紙」への対応 80

　３　市の業務に不備がなかった事例

内　　　　容 頁

⑴ 戸籍の附票の記載漏れ 82

⑵ 町内自治会長等の連絡先 86

⑶ 地域公民館建設補助金 89

⑷ おでかけＩＣカード 92

⑸ 国民健康保険料の納付 96

⑹ マンションの建替えにかかる説明 100

⑺ 被災マンションの被害認定調査 103

⑻ 賃貸住宅の公費解体相談 108

⑼ 市営住宅の入札等 ─

⑽ 戸籍附票の交付 ─

⑾ マイナンバーカードの交付 ─

⑿ 生活保護費支給に関する相談 ─

⒀ 生活保護受給者への就労指導 ─
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⒁ 生活保護費の支給 ─

⒂ 児童の一時保護等 ─

⒃ ごみステーションの設置場所 ─

⒄ ごみの持ち去り行為の取締り ─

⒅ イベント時における出店 ─

⒆ 公募委員の選考 ─

⒇ 宅地横の河川の管理 ─

21 水路の整備 ─

22 道路側溝の整備 ─

23 里道の修繕 ─

24 市道地下からの振動 ─

25 市営駐輪場の管理 ─

26 公園の管理 ─

27 公園建設にかかる住民説明 ─

28 水道料金の請求 ─

29 上水道工事 ─

30 審査請求にかかる市の対応 ─

　４　調査対象とならなかった事例

内　　　　容 頁

⑴ 共同住宅のごみステーションの管理 112

⑵ 消費生活相談の運営 112

⑶ 学習会の運営 112

⑷ 公募型プロポーザルの審査結果 112

　５　調査を中止した事例

内　　　　容 頁

⑴ 生活保護の転居費用 112

　※報告書のページ数の都合により「３　市の業務に不備がなかった事例」につい
ては、一部を掲載しております。
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　平成30年６月、担当課からの修正通知書によって、土地Ａの平成30年度の

固定資産税額が誤っていることが分かった。修正通知書の記載をみてもが何が

修正されたのか分からなかったので、担当課から説明を聞いたところ、小規模

住宅用地の特例に関する計算ミスがあることが分かった。

　また、前年度にも、土地Ｂの地目は山林であるにもかかわらず、宅地として

10年以上課税されているという課税ミスがあった。担当課はミスを認め、謝罪

とともに過去５年分の還付を受けたが、その際に通知書の表記が分かりにくい

ことを指摘していた。

　旧Ｃ町の明細書は小規模住宅用地の特例に関する表記があり分かりやす

かったが、市の固定資産税の納税通知書等は、市民税等に比べても課税額の積

算根拠や積算過程が分かりにくい。専門知識を有さない市民でも課税ミスを容

易に発見できるよう、電算システムを変更して納税通知書等の表記を分かりや

すくすべきである。

　職員の説明や対応は丁寧なもので不満はなかったが、電算システムを変更し

ようとしない市の姿勢に納得がいかない。

１　苦情申立ての趣旨に沿った事例

　申立人には、所有者が異なる土地とはいえ、度重なる固定資産税の課税ミスによ
り、多大なご迷惑をおかけしたことにつきましては、まずは深くお詫び申し上げま
す。
　まず、土地Ａの課税ミスについてですが、固定資産税を算定するために課税標準
額を算定する必要があります。課税標準額は、固定資産を評価して、その価格を決
定し、その評価を基に算定されます。固定資産税の評価上の地目は、登記簿上の地
目にかかわりなく、現況の地目によって決定されることから、現地調査の実施に
よって地目を認定します。地目が住宅用地の場合、小規模住宅用地であれば課税標
準額を価格の６分の１に、一般住宅用地であれば課税標準額を価格の３分の１にす
る特例措置があります。
　土地Ａは、本来であれば小規模住宅用地の特例と一般住宅用地の特例が適用され
るべきところ、旧Ｃ町の頃から平成29年度まで一般住宅用地の特例のみが適用さ
れ、小規模住宅用地の特例は適用されていませんでした。平成30年度固定資産税・
都市計画税納税通知書を発送する前の時点で、平成30年度分については一般住宅用
地の特例のみが適用されていることに気付き、小規模住宅用地の特例が適用される
よう電算システム上の処理をしました。しかしながら、課税標準額を算定する過程

　⑴　固定資産税納税通知書の表記（要約）


